　令和３年１月１日

令和３年度年頭所感

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　神戸東部青果卸売協同組合

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長　　　後藤雅弘
新年明けましておめでとうございます。年頭にあたり謹んで新春のお喜びを申し上げますと共に、平素のご厚情に対し心から厚くお礼申し上げます。

皆様がご存知のとおり、わが国の経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により緊急事態宣言が発令され企業活動や個人消費が停滞し、４～６月期のＧＤＰ成長率が戦後最大のマイナスを記録する試練に立たされましたが、７～９月期には消費持ち直しで年率プラス21.4％という1980年以降で最大の伸びを記録しました。また、日経平均株価ではワクチン開発の進展や各国政府・中央銀行による政策対応への期待を背景に、リスク選好の流れから1991年4月以来29年半ぶりの高値を更新しました。
２０２０年を振り返ると世界全体は未曾有のコロナ禍蔓延による経済活動の減速がありました。米国においては大統領選挙が行われ、共和党のトランプ大統領から民主党のバイデン大統領にかわりました。また新型コロナウイルスの新規感染者数は過去最多を更新するなど、状況は悪化しており、経済活動の停滞や雇用環境の回復が阻害される可能性があります。
さて我々の生鮮青果物流通事業領域の多くを占める食料品小売業界におきましては、新型コロナウイルス感染症によってもたらされた生活習慣の変化に伴う需要の高まりから、いわゆる「巣ごもり消費」が追い風となり足もとの売上が拡大しております。また、業種によりコロナ禍による経済環境の変化によりオンライン会議やテレワークなど働き方改革が一気に加速しました。マクロ経済的にみれば、非製造業としては利益が半減し、製造業は７７％増益になっております。ただし、企業収益や雇用環境の悪化、個人所得・消費マインドの低下などが続けば、今後、景気後退の影響を多分に受けることは避けられないと考えられます。
当市場におきましては、４月７日に緊急事態宣言が発令され５月に「卸売市場における新型コロナウイルス感染症感染拡大予防ガイドライン」が策定されました。６月１日には改正食品衛生法において青果仲卸業は「ＨＡＣＣＰの考え方を取り入れた衛生管理」により衛生管理を行うこととなりました。また６月２１日より改正卸売市場法が施行されるのに伴い、神戸市改正条例及び規則も施行されることとなりました。
弊組合と致しましては、ウイズコロナの環境のもとで、三密を回避しながらＷＥＢ会議等を導入し関係諸団体との情報を共有してまいります。また組合員が地域住民のライフラインとしての使命を果たすべく組合の機能を発揮しながら、お客様・従業員の安心・安全に繋がる様々な対策を講じ役割と機能を重視して邁進していく所存です。今後も組合員・関係者の皆様方の安全・安心であり続けたいと思うと共に、皆様方の益々のご健勝とご繁栄を祈念し新年の挨拶とさせていただきます。
